別記様式第１号
事　業　計　画　書
１　事業者の概要等
　(1) 事業者の概要
	商号又は名称
	

	商号又は名称（カナ）
	

	代表者役職
	

	代表者氏名
	

	郵便番号
	

	本社所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Webページアドレス
	

	担当者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	担当者メールアドレス
	

	資本金・出資金
	　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	創業・創立日（西暦）
	　　　　年　　月　　日

	主たる業種
（日本標準産業分類 中分類）
	コード
	
	
	名称
	



　(2) 経営状況表（直近２期分の実績）
	
	（前期）
20　　年　　月～20　　年　　月
	（前々期）
20　　年　　月～20　　年　　月

	①売上高
	円
	円

	②経常利益
	円
	円

	③当期純利益
	円
	円



　(3) 事業者区分（当てはまるものに☑を入れること）
	　□　中小企業　　　□　小規模事業者


　
(4) 申請区分　　※どちらかを選択してください。
	　□　単独　　　　　□　グループ



　(5) グループを組んで事業を実施する場合は、その構成員となる事業者の概要
	商号又は名称
	

	商号又は名称（カナ）
	

	代表者役職
	

	代表者氏名
	

	郵便番号
	

	本社所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Webページアドレス
	

	担当者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	担当者メールアドレス
	

	資本金・出資金
	　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	創業・創立日（西暦）
	　　　　年　　月　　日

	主たる業種
（日本標準産業分類 中分類）
	コード
	
	
	名称
	



(6) 事業者要件（要件に該当する場合は☑を入れるとともに、実績等を記載すること）
※グループを組んで事業を実施する場合は、グループを構成するいずれかの事業者について記載すること。
	　□　令和７年度以前において、令和８年度山形県食と農の需給マッチング支援事業費補助金交付要綱別表２に定める要件を満たすマッチングアプリを活用して地域の生産者と実需者のマッチングを行った実績を有しているか
	直近年度（令和○年度）の取引実績

	
	件

	　□　県内の複数の農林漁業者及び実需者（飲食店、宿泊施設、介護施設等）との取引を有し、本事業開始時から複数のマッチングの成立が見込めるか
	直近年度（令和○年度）で取引があった
事業者数

	
	県内農林漁業者
	者

	
	県内実需者
	者

	　□　県内に自社店舗等を有し、マッチングが不成立の場合でも農林水産物の販売先として機能する体制を整えているか
	自社店舗等の情報

	
	店舗名
	

	
	住所
	



２　補助事業の内容
　(1) 利用するマッチングアプリ
	マッチングアプリ名
	アプリ運営事業者

	
	事業者名
	県内事業所の住所

	
	
	



(2) マッチングアプリの仕様（該当する場合は☑を入れること）
	　□　WEBサービス、アプリであること

	　□　生産者及び実需者が利用しやすいこと

	　□　実需者の視点に立ったシステムであること

	□　農家の所得向上につながるシステムであること

	□　アプリ導入に関する支援提案をすること

	□　省人化を図ること

	□　双方向コミュニケーションが可能であること

	□　アプリを運営する事業者が、山形県内に事業所を有していること

	【アプリ運営事業者による証明欄】
自社が提供するマッチングアプリは上記仕様を満たしています。
	事業者名
	

	
	代表者名
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先（TEL）
	



(3) 具体的な内容
	①　補助事業に取り組む背景

	






	②　補助事業の実施内容の詳細

	※設定予定の手数料を必ず記載すること。






	③　補助事業の実施により見込まれる効果等

	









(4) 事業の要件
	取引を想定している規格外野菜や伝統野菜等の名称
	

	成果目標
	マッチングアプリ登録事業者数
	県内農林漁業者
	者

	
	
	県内実需者数
	者

	
	マッチング成約件数
	件

	
	マッチングによる取引金額
	円

	取引を想定している就農後３年目以内の農業者の数
	者

	取引を想定している地域でブランド化を進めている特産物等の名称
	



(5) 補助事業完了予定日
　　　令和　　年　　月　　日
